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5.1 概説

順工程生産システムに基づくコンクリー ト構造物か ら発生するコンクリー ト塊は、セメント原料として

好ましくない成分を含む骨材を多用しているため [1-2]、再度セメント原料 として使用することは基本的に

困難である。逆工程付加型の順工程生産 システムを実現する一方策 となる高品質再生骨材の製造システム

の場合に関しても、再生骨材を取 り除いた後にセメント分を豊富に含有した微粉末が得 られるにも関わら

ず、同様の理由でセメン トとして使用することは困難となっている。また、それ らの微粉末は、重量に占

める高温下での石灰石脱炭酸化現象による二酸化炭素排出割合が大きい形で製造された再生材料として

認められるため、エン トロピーが増大化し質的ポテンシャルが高まっているものと捉えられるにも関わら

ず、その品質低下を許容 して土質改良材等に原料化する程度に用途が限 られているため、二酸化炭素排出

量に換算する物質価値は極めて低下する原材料になるといえる。このような問題は建築生産における、逆

工程要因に含まれる生産工程 (維持管理、解体処理、再資源化等) の重要性や価値を低 く位置づける順工

程生産システムに起因する問題であり、将来的には天然資源、廃棄物処分場の枯渇等の地球規模的問題に

発展する性質を内在するシステムであるといえる。

本章ではこれ らの問題を抜本的に解決することを目的とした検討を行った。

5.2の 「成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー ト」における検討において、材料設計の段階で、コ

ンクリー トに石灰石骨材および産業廃棄物起源材料を中心とし、完全リサイクルコンクリー トに使用可能

な各種材料を適宜を取 り込むことで、コンクリー ト自身がセメント用クリンカー と同等の化学組成を持つ

ように予め調整し、再資源化段階でコンクリー ト全量がセメント原料となる成分調整不要型-完 全 リサイ

クルコンクリー トを実証化 した。

5.3の 「完全 リサイクルコンクリー トの利用拡大に向けた材料調整手法の検討」では、国内の都市部を

中心に汎用性に使用可能 となる石灰石骨材を抽出して、実務的な使用を念頭においた汎用型完全 リサイク

ルコンクリー トを製造 し、その基礎的な性質と、粒形改善石灰石砕砂を使用 したコンクリー トの品質改善

性、そして、完全リサイクルコンクリー トの一般的使用を容易にするための標準調合表を作成した。

最後に、5.4の 「完全 リサイクル住宅の実施工と適用性評価」では、これまでの検討で導出された完全

リサイクルコンクリー トに関する基礎的性質、標準調合表を考慮 して、セメント回収型-完 全リサイクル

コンクリー トを実構造物に適用し、構造用コンクリー トとしての適用可能性を改めて検証した。なお、こ

こで生産した完全 リサイクル住宅は、我が国初の完全リサイクルコンクリー トの適用事例となった。
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5.2 成分調整不 要型完全 リサイ クル コ ンク リー ト

5.2.1 背 景 と 目的

本節では、材料設計の段階で、石灰石骨材および各種の産業廃棄物起源材料をコンクリー ト構成材料

として適宜取 り込むことで、コンクリー ト全量が一般的なセメン ト用クリンカー原料と同等の化学組成を

持つようにし、全量がそのままセメント原料となるような成分調整不要型完全リサイクルコンクリー トを

実証化する。

最初に、5.2.2の 「成分調整不要型完全リサイクルコンクリー トに導入する産業廃棄物起源材料の抽出」

において、現在ある産業廃棄物起源材料のうち、最終処分代替として再資源化が推進され、比較的発生量

も安定 しており、将来的にも継続的にその発生が見込まれるというような条件に該当する材料を抽出し、

その基礎的性質とコンクリー ト構成材料 としての適用性を評価する。

5.2.3の 「成分調整不要完全 リサイクルコンクリー トの産業廃棄物起源材料の取 り込み試算」に関して

は、現在適用可能な産業廃棄物起源材料のコンクリー トへの最大取り込み量を試算し、成分調整不要型完

全リサイクルコンクリー トの製造量に比例 して産業廃棄物削減効果が期待できる程度を評価する。

5.3.4の 「成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー トの基礎的性質」に関 しては、成分調整不要型完

全リサイクルコンクリー トの実現可能性を検討するために、産業廃棄物起源材料を含む各種材料を使用 し

た成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー トを実際に製造 し、その基礎的性質を評価する。

最後に、5.3.5の 「成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー トを起源 とした再生セメン トの基礎的性

質」に関 しては、コンクリー ト全量に対 して、実際のセメント製造工程を模擬した破砕 ・粉砕 ・焼成処理

を実施 して再生セメントを製造し、その強度発現性に着 目した基礎的性質を評価する。

以上により、成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー トに関して、現状の産業廃棄物資材の市場性

およびコンクリー ト製造 に関わる技術的見地か らその実現可能性を総合的に検証 し、企画設計の段階にお

いて、ライフサイクル設計を適用 し、順逆工程統合生産システム構築の基盤 となる リサイクラブルコンク

リー トが製造可能であることを実証する。

5.2.2 コンクリー トに導入する産業廃棄物起源材料の抽出

日本の原料産業を中心とした製造業部門における全エネルギー投入量の割合 [3] は47%程 度にも及ぶ。

そ して、海外か らの輸入原料を元に加工品を製造 ・販売し利益を得るという仕組みは、日本の産業形態の

一般的性質となっており、総資源投入量の28%を 海外からの輸入資源 に依存 している。そのような世界規

模的な資源循環の枠組みにおける生産 システムの中で断続的に発生する廃棄物起源材料のうち、鉄やアル

ミニウムのように同一製造ルー トの原料として再生できるものはごく僅かであり、一般的には夾雑物や異

種成分 と混合した状態で産業廃棄物 として大量に発生する状況にある。その中で再利用用途が見いだせな

いものは多数存在 し、基本的にそれ らは国内で最終処分されるといえる。

表5.1.1に 完全 リサイ クル コンク リー トに使 用できる材料 を示す。石灰 石骨材 のみで構成 され る完全 リ

サイ クル コ ンク リー トプロ トタイ プは、その全量 をセ メン ト原 料 として用 いる場 合には不足す るSiO2源 、

Al2O3源 ある いはFe2O3源 を補 う材料 の添加が必要 となる。逆 に、骨材 として石灰石 を主要材料 として単

独で用 いない コンク リー トの場合 は、セ メン トの主要成分で あるCaOが 不 足す るため、再生セ メン トと
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するためには石灰石を更に添加する必要性が発生して、結果的に過剰な量の再生セメントが製造される可

能性がある。これは石灰石資源の節約と、セメン ト製品の市場における価格安定性 という観点か ら望まし

いことではないといえる。

成分調整不要型完全リサイクルコンクリー トは上記問題の解消に加え、他産業分野で余剰となっている

産業副産物を利用 して、SiO2、Al2O3お よびFe2O3の 成分調整要素として取 り込むことを想定 している。原

料は、金属精錬の工程で発生する高炉スラグ、銅スラグ、火力発電所の微粉炭の焼成工程で発生するフラ

イアッシュなどが挙げられる。高炉スラグおよびフライアッシュなどは、従来からセメント用原料として

積極的に使用されてきたように [5]、セメン ト原料として必要なSiO2, Al2O3お よびFe2O3を 十分に含有 して

いる。従って、これらを予めコンクリー トに取 り込むことで、クリンカー原料として成分調整が不要 とな

るような完全リサイクルコンクリー トの製造が可能になるというものである。成分調整不要型完全 リサイ

クルコンクリー トとするために、産業副産物を積極的に取 り込むことは、建設業以外で発生する産業副産

物を有効利用するという観点に加え、コンクリー ト自身に必要 となる天然資源を節約するという観点から

も重要であるといえる。

成分調整不要完全 リサイクルコンクリー トの産業副産物系材料の取 り込み試算に使用するコンクリー

ト構成材料を表5.2.1よ り複数種選定する。なお完全 リサイクルコンクリー トプロ トタイプ[6]では、セメ

ントは普通ポル トランドセメント、細骨材は石灰石砕砂、そして粗骨材は石灰石砕石 というセメント原料

としての完全 リサイクルを可能にする基礎材料を使用 して製造 し、コンクリー トの基礎的性質に加え、粉

砕処理後にSiO2, Al2O3, Fe2O3な どの不足成分を薬品で補ない、全量を焼成した再生セメントについて、普

通ポル トラン ドセメントと同等の品質が確保されることを確認している。成分調整不要型完全 リサイクル

コンクリー トでは、完全リサイクルコンクリー トプロ トタイプで使用した、石灰石骨材の基本材料に加え、

埋蔵量が豊富であ り、地殻構成材料であるシリカを多分に含む珪酸質岩石、金属類精錬時に発生する副産

物であり、比較的その発生量が安定 してお り、将来的な用途拡大の観点からも利用価値が高いと判断され

る高炉スラグ、銅スラグ、フェロニッケルスラグ、シリカヒューム、そして火力発電所の微粉炭の焼成工

程で発生するフライアッシュを選定 し、成分調整不要性を実証することとした。これらの産業副産物は国

内で比較的容易に回収 ・採取が可能であるといえる。

表5.2.2に 成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー トの産業副産物系材料の取 り込み試算に使用する

各種材料の性質を示す。文献から引用したデータ[7-9]および実測値に基づいて、生産量、セメン ト産業使

用率、材料の主要な化学組成および化学的性質などを示した。この材料 によ り成分調整不要型完全 リサイ

クルコンクリー トによる再生セメン トの化学組成が決定される。

表5.2.1完 全 リサイクルコンクリートに使用できる材料
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表5.2.2 成分調整不要完全リサイクルコンクリートに使用する材料の特徴 [7-14お よび実測値参照]
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5.2.3 コンク リー トへの産業廃棄物起源材料の取 り込み試算

(1) 使用材料の条件

石灰石骨材を使用 したセメン ト回収型-完 全リサイクルコンクリー トプロトタイプの基本調合に対し、

産業廃棄物起源材料を導入して、成分調整不要型の完全 リサイクルコンクリー トにすることは、不足成分

を補うことなく全量がセメン ト原料になるばか りでなく、産業副産物およびコンクリー トに一般的に使用

できる天然資源を有効利用するために重要となるとされた。ここでは、産業廃棄物起源材料を完全リサイ

クルコンクリー トに一定量取 り込むことで成分調整不要型となる取 り込み試算 を行ない、各種調合による

成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー トの運用事例モデルを提示する。

表5.2.3に 成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー トの構成材料の化学組成を示す。各種材料の化学

組成は、文献 [08-12] で紹介されている一般的なデータおよび実測データによ り構成されたものであり、成

分調整不要性の試算を行うのに適当な分析データが得 られていると判断できる。

表5.2.4に 再 生セ メ ン トの鉱物組成 、ク リンカー鉱物組成お よび ク リンカー 成分の特徴 を示す。 クリン

カーに関 しては、CaO、SiO2、Al2O3、Fe2O3お よびMgOの 主要酸化物 の構成割 合 によ り、最終的 に製造

されるC3S、C2S、C3Aお よびC4AFの 鉱物組成が決定されるが、成分調整不要型完全 リサイ クル コンクリー

トの場合、計画調合時 における材料選定およびその使用量 によ り目標値を予め設定す る必要がある。

表5.2.3 試算に用いたコンクリート構成材料の化学組成

表5.2.4 セメントの鉱物組成とクリンカー成分の特徴
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(2)試算方法

図5.2.1に成分調整不要型完全リサイクルコンクリートの計画調合決定ダイヤグラムを示す｡コンクリ

ートは､構造用コンクリートとすることを目標とするため､将来的に一定量を製造する場合には､呼び強

度別の出荷量データを基に､ボルトランドセメントの種類や水セメント比別の出荷量を決定する必要があ

る｡本試算では､コンクリートの平均水セメント比を50%程度とし,高強度から普通強度までのコンクリ

ートが製造可能であること､セメントは各水セメント比ごとに普通,早強および低熱セメントの3種類を

製造することなどを条件とした｡

コンクリートの計画調合表を試算プログラムにより作成する｡製造目標とする各種コンクリートに対し､

完全リサイクルコンクリートに使用可能な材料から材料を適宜選択し､それらの密度･化学組成等を入力

し,使用材料条件を具体的に決定する｡続いてコンクリートの単位水量､水粉体比､空気量､細骨材率等

を入力し､コンクリートの基本条件を具体的に決定する｡以上により,目標とする再生セメント(普通ボ

ルトランドセメント､早強ボルトランドセメント､低熱ボルトランドセメント)の化学組成値を試算する

ための条件が整う｡続いて､共役候斜法による最適化処理により､目標とする再生セメントの化学組成に

近づくようなコンクリ-トの構成材料比を決定するために,制約条件(セメント全11成分の目標値との誤

差最小化等)を定め､目標とする再生セメントに限りなく近い化学組成を有する再生セメントを･さらに

はその原料となる成分調整不要型完全リサイクルコンクリートの計画調合を決定する｡

図5.2.2に成分調整不要型完全リサイクルコンクリートの試算画面を示す｡アミ部分が入出力データで

あり､図5.2.1のダイヤグラムで示される部分と同値となる｡これにより､再生セメントの化学組成,コ

ンクリート構成材料の質量割合､計画調合に必要な材料の質量が決定される｡また､再生セメントの化学

組成億から鉱物組成も求められるため､再生セメントの性質に起因するコンクリート種類の具体化も可能

になる｡

図5.2.1成分調整不要型完全リサイクルコンクリートの計画調合決定ダイヤグラム
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図5.22 成分調整不要型完全リサイクルコンクリー トの試算例

(3) 結果および考察

成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー ト全9種 類の計画調合を試算プログラムより導出し、それら

の化学組成、クリンカー鉱物組成の検討を行った。また、成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー トの

製造量が産業副産物の需給構成に及ぼす影響についても検討 した。

表5.2.5に 試算により求められた成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー トの計画調合表を示す。コ

ンクリー トは、その全量を再生セメント化する場合、普通セメントとなるNCシ リーズ、早強セメントと

なるHCシ リーズおよび低熱セメン トとなるBCシ リーズについて、水セメント比が40%、50%、60%と

なる全9種 類が具体的に示された。また同時に、表5.2.6に 全9種 類の成分調整不要型完全 リサイクルコ

ンクリー トの化学組成 と、再生セメン ト化した場合のクリンカー鉱物組成が示された。

結果に示されるように、セメン ト回収型-完 全 リサイクルコンクリー トのプロ トタイプの調合に対 し、

各種産業廃棄物を適宜混入することで、コンクリー トの水セメン ト比に範囲の制限がない形でコンクリー

ト全量が普通セメント、早強セメン トおよび低熱セメン トと同等の化学組成を持つように製造することが

可能となることが示されたといえる。これにより、構造用コンクリー トに対 し、他産業分野で大量に発生

する産業副産物を積極導入して有効利用を果たす と同時に、コンクリー トに必要な天然資源使用量を低減

することが期待できる。またコンクリー ト自身が解体後にセメン ト原料 となるために、セメント原料とし

ての材料保存性を確保したコンクリー トとすることが可能になるといえる。

表5.2.7に 成分調整不要型完全リサイクルコンクリー トの製造量と廃棄物削減効果について示す。コン

クリー トの製造量は、各種コンクリー トの製造状況を反映 した制約条件 と、構成材料による制約条件を満
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表5.2.5 各種成分調整不要型完全リサイクルコンクリー トの試算結果

表5.2.6 再生 セメン トの化学組成とクリンカーの鉱物組成

たすように、共役傾斜法による最適化処理を行って算出した。コンクリー ト製造量による制約条件の内訳

は、全てのコンクリー トにおける平均水セメン ト比が50%程 度となること、全く製造 しないコンクリー ト

が発生 しないこととした。コンクリー ト構成材料による制約条件の内訳は、フライアッシュおよび銅スラ

グに関 しては、用途部門が細分化され需要が不安定であるために、セメント原料としての使用量以外の残

分を使用す ること、高炉スラグに関しては、他部門用途は一定の需要があるため、再生砕石を含むコンク

リー ト系材料の用途分として使用すること、ニッケルスラグに関 しては、特有の化学組成を有 しており、

他分野での需要拡大が期待 しにくいため最終処分全量を使用すること、シリカヒュームに関しては、発生

量が少量でありコンクリー トに混入することで一定の効果が認められるため、発生量全量を使用すること

とした。

図5.2.3に 成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー トの製造量を示す。水セメント比が50%、60%、

40%の 順に多く製造され、その平均水セメン ト比は51.2%で あり、年間あたり2000万 トンを越える生産

量となることがわかる。これは土木建築を含む全コンクリー トの年間生産量が4億 トンとした場合の5%

程度を占めることにな り、製造した全量に関しては、成分調整不要のまま再生セメント化することが適当

となる。

図5.2.4に 成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー トによる廃棄物削減効果を示す。コンクリー ト構

成材料 となった石炭灰、高炉スラグ、銅スラグ、シリカヒュームは、共に目標使用量の全量を成分調整不

要型完全 リサイクルコンクリー トに投入可能であることが確認された。ニッケルスラグに関しては、特有

の化学組成を持つために、最終処分物全量をコンクリー トに導入するような調合は示されなかった。今後

も発生量および用途が変動 ・変化することが想定されるため、用途拡大に向けた研究開発を行う余地があ

ると思われる。
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表5.2.7 成分四整不要型完全リサイクルコンクリー トの製造と廃棄物削減効果

図5.2.3 成分調整不要型完全リサイクルコンクリー トの試算製造量

a) 現状維持 b) 所定量生産

図5.2.4 成分調整不要型完全リサイクルコンクリートの製造 よる廃棄物削減効果
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5.2.4 コンクリー トの基礎的性質

5.2.2および5.2.3に おける検討により、成分調整不要型完全リサイクルコンクリー トが産業廃棄物起源

材料の有効利用およびコンク リー ト自身における天然資源使用量の削減が期待されるうえ、コンクリー ト

全量が成分調整不要のままセメン ト原料になる可能性が確認された。5.2.4で は、実際に成分調整不要型

完全 リサイクルコンクリー トを製造し、その基礎的性質を確認した上で、構造用コンクリー トとしての妥

当性を評価する。

(1) 使用材料および計画調合

表5.2.8に 実験で使用する成分調整不要型完全リサイクルコンクリー トの構成材料を示す。前節である

5.2.3に おける成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー トの試算に用いた構成材料を基本材料として選

定した。

表5.2.9に コンクリー トの調合条件を、表5.2.10に コンクリー トの計画調合表を示す。成分調整不要型

完全リサイクルコンク リー トが構造用コンクリー トとして一般的に使用可能であることを評価するため

に、設計基準強度にして普通強度および超高強度として位置づけられる試料を対象とした。NCは 計画調

合よ り算定される化学組成が標準的な普通ボル トランドセメント [10] と同等の組成になるように予め材

料設計を行った試験体、HCは 同様に早強ボル トランドセメント [10] と同等の組成となる試験体であり、

石灰石骨材以外に高炉スラグ砂、珪砂、銅スラグ砂および石炭灰人工軽量骨材等を適当量取 り込んでいる。

PTはNCお よびHCの 物性比較用の石灰石骨材コンクリー トであり、コンクリー トおよび再生セメント

としての基礎的物性が評価済みである完全 リサイクルコンクリー トのプロ トタイプ [6] とほぼ同一の調合

とした。

(2) 実験方法

表5.2.11に 実験項目および実験方法を示す。成分調整不要型完全リサイクルコンクリー トとしたNCお

よびHCに 関して、成分調整不要型 とするために各種産業廃棄物起源材料を混入する影響を確認しつつ、

基礎的物性 (空気量、スランプ、ブリーディング、圧縮強度、静弾性係数) および耐久性 (長さ変化率、

中性化抵抗性、凍結融解抵抗性) をPTと 比較した上で検討することによ り、構造用コンクリー トとして

使用可能であることを検証する。なお、基礎的物性および耐久性の評価に使用したコンクリー トは、成分

調整不要性を実証するための再生セメントの製造実験の試料とする。

表5.2.8 成分調整不要型完全リサイクルコンクリー トの構成材料
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表5.2.9 成分調整不要型完全リサイクルコンクリートの調合条件

表5.2.10 成分調整不要型完全リサイクルコンクリー トの計画調合

A1: AE減 水剤 (リグニ ンスルホン酸系化合物) A2: 高性能AE減 水敵 (ポリカルボン酸エーテル系化合物)

表5.2.11 実験項目および実験方法

(3) フレッシュ性状と力学特性

表5.2.12に 成分調整不要型完全リサイクルコンクリー トの基礎的物性に関する実験結果を示す。水セ

メント比に関わらず、NCお よびHCの スランプ値および空気量はPTと 同程度であ り調合目標を満たし

ている。ブリーディング量はNC60お よびHC60はPT60よ りも7～15%程 度減少 した。これはNCお よび

HCが 石灰石骨材の吸水率と比べてその値が大きい産業廃棄物起源材料を使用 していることが影響したも

のと考えられる。しかしながらコンクリー トのコンシステンシーに与える影響は小さく、各種材料の吸放

水特性に起因するブリーディングなどの性質が微妙に変化するといえるが、構造用コンクリー トのフレッ

シュ性状としての一定の性能を確保することは可能である。

図5.2.5に 成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー トの圧縮強度とヤ ング係数に関する実験結果を示

す。NCお よびHCの 圧縮強度は、いずれ も同一水セメント比および同一材齢においてPTと 同程度であ

り、28日 材齢における平均圧縮強度は調合強度 [普通強度31.3 (N/mm2)、 高強度70.4 (N/mm2)] を上まってい

るため、構造用コンクリー トとして使用が可能であるといえる。

NCお よびHCの ヤング係数はPTよ りも若干小さい値を示 し、普通シリーズに関しては5.5～8.0%、 高

強度シリーズに関 しては4.2～4.9%程 度値が低下した。これはNCお よびHCが 粗骨材にヤング係数の小

さい軟質な石炭灰人工軽量骨材 [11] を使用 したため、骨材全体のヤング係数が低下 した結果、複合則に従
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表5.2.12　成分首都岳不要型完全リサイクルコンクリ-トの基礎的性質

(NtLLVN)噸演壇出
(zuJDJNq)点蜂)i.74

0　　　　　0　　　　　0

cI)　　　　　'■　　　　　l

80　　80　　仰　　2

(NLLJAJN)世点援出

S　!　S
(zLLLuAd)q世AJC･t(MLLLd＼蔓題蜂])JI斗

Ilq■E円■10　　01日■1-lEIlo H㌔■　　ふ　　よ

NC HC PT NC HC PT　　　　　　　　　　　　　　圧強盗丘(仙2)

●PT.sdEB 

INC-加4 

▲HC-sdeS 

N白WRC ��†○ 

ELKl×K2×3 rPh凸1,2.拍声1,○, �8��｣%��･��D�"紿�｢�･"l ★ 

I,A �� 

3g: �� 

図5.2.5　圧編猛虎とヤング係数(左:普通甑駐　中:高鼓度　右:NewRC式)

いコンクリート全体のヤング係数が若干低下したものと考えられる｡

ヤング係数は､構造部材である曲げ材の断面算定に使用するヤング係数比を決定する重要な園子であり､

従来は､日本建築学会｢鉄筋コンクリート構造計算規準･同解説｣ 【15】に示されるヤング係数推定式によ

り推定していたが､昨今は圧縮強度36MPa以上の高強度域でも対応可能なNew RCヤング係数推定式(161

が有用されている｡このNewRCヤング係数推定式に関して､評価パラメータであるKl(粗骨材の種類に

より定まる係数)は､ ｢その他の骨机として位置づけられる骨材を基準に+20%から-5%程度(K1-1.2

-0.95)の変動が発生することを示している｡本実験で使用した石灰石骨材は､ヤング係数が大きく発現す

る種類(K1-1.2)に分類されていることを考慮すると､成分調整不要とするために各種材料を導入した結果､

ヤング係数が微少に低下することが確認されたが､構造用コンクリートの力学特性としては､一般的に要

求される範囲の力学性能は確保される傾向にあり､成分調整不要型にする場合においても,石灰石骨材と

の併用が条件とされることが.構造用コンクリートとするために､逆に有利に作用することも考えられる｡

以上より､成分調整不要型完全リサイクルコンクリートであるNCおよびHCは完全リサイクルコンク

リートのプロトタイプと同様であるpTと比較して､同等の基礎的物性を保持可能なものと判断され､構

造用コンクリートとして十分に使用が可能であると結論づけちれる｡

(4)耐久性状

成分調整不要型完全リサイクルコンクリートの耐久性として､長さ変化､中性化抵抗性､凍結融解抵抗

性について検討を行う｡まずコンクリートの長さ変化について検討する｡成分調整不要型完全リサイクル

コンクリートは､プロトタイプコンクリートと比較して､吸水率の大きい産業廃棄物起源材料を積極的に

導入しているため､骨材を介して導入される水分量が増加し､乾燥収縮による長さ変化が大きくなる部類

のコンクリートとなる可能性がある【17]｡それは､結果的にプロトタイプコンクリートにおいて不足成分
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とされるSiO2、Al2O3、Fe2O3を 多く含有する多孔質の産業副産物系材料を多く導入した場合に顕著にな

ると想定される。

図5.2.6に 成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー トの長さ変化試験 による長さ変化率 と質量減少率

の実験結果 を示す。長さ変化率に関しては、水セメン ト比に関わ らず1年 を経過 した時点で500μ程 度の

収縮が確認され、その傾向は成分調整不要型にした場合の方が若干顕著であり、PTに 対 して平均10%程

度 (12ヶ 月時点) 増大することが確認される。なお12ヶ 月以降の収束域は800μ以 下でおさまるものと考

えられた。質量減少率に関しては、高強度シリーズは1年 経過時において1%程 度の質量減少を起こした

が、成分調整不要型とする影響は確認されない。普通強度シリーズは2～3%程 度の質量減少を起こし、

成分調整不要とした場合の質量減少率はPTと 比較して0.3%程 度大きくなってお り、コンクリー トの水

分逸散が増大する傾向があることが確認された。

以上より、成分調整不要型とすることで、長さ変化率および質量変化率はわずかながら増大し、その傾

向は、高水セメン ト比の場合に顕著になるといえるが、乾燥収縮量に直接反映される長さ変化率において、

プロトタイプコンクリー トに対する変化率の増加分が10%程 度で緩慢化することを考慮すると、練り混

ぜ時に成分調整不要型であることを考慮して、混和剤による単位水量調整等の実務的な手法と適用するこ

とで収縮量を低減することは十分に可能であり、産業廃棄物起源材料がひび割れ発生を引き起こす直接的

な原因となることは回避できると考えられる。

図5.2.6 長 さ変化試験 (左: 長さ変化率 右: 質量減少率)

図5.2.7 中性化抵抗性試験
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続 いて、コンク リー トの中性化抵抗性 について検討する。成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー ト

は、プロ トタイプ コンク リー トにお ける石灰石骨 材 と比較 して多孔質の産業廃棄物起源材料を導入 してい

るため、その多孔質性および化学組成により、コンクリー トの中性化抵抗性が低下する可能性が考えられ

る [18-19]。それ は、長 さ変化 試験 と同様に、結果的 にプロ トタイ プにおいて不足成分 とされ るSiO2、Al2O3、

Fe2O3を 多 く含有する多孔質の産業廃棄物起源材料を多く導入 した場合に顕著になると想定される。図

5.2.7に 成分調整不要 型完 全 リサイクルコ ンク リー トの中性化抵抗性に関す る実験結果を示す。中性化深

さは、所定の中性化促進環境に暴露 した後に、所定の期間ごとに供試体を割裂 し、フェ ノールフタ レイ ン

溶液を噴霧 し、赤変しない部分の深さを一断面あた り4ヶ 所測定して求めた。その結果、水セメント比に

関わ らず、各シリーズの中性化抵抗性は同程度であるため、コンク リー トを成分調整 不要型 とす る ことで、

中性化程度 に及ぼす影響はほとんどないことが確認された。成分調整不要型にするために導入される産業

廃棄物起源材料の総量は、目標 とするセメント成分により変化するものであるが、石灰石骨材よりも使用

量が多くなることは想定 し難 く、本調合で示されている計画調合が 一般的なものであることを考慮すると、

成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー トは、プロトタイプコンクリー トと同等の中性化抵抗性を有す

る ものであ り、産業廃棄物起源材料を導入することによる品質低下はないものと結論づけられる。

続 いて、コンク リー トの凍結融解抵抗性 につ いて検討す る。成分調整不要型完全リサイクルコンクリー

トは、吸水率の大きい産業副産物系材料を積極的に導入する結果、骨材を介 して混入される水分量が増加

し、凍結融解の繰 り返しによる内部劣化に起因する組織の分離が発生し、凍結融解抵抗性が低下する部類

の コンク リー トとなる可能性が考え られる [20]。そ の状況 は、プ ロ トタイ プにおいて不足成分 となるSiO2、

Al2O3、Fe2O3を 多 く含 有する吸水率の大 きい産業副産物系材料を多くした使用 した場合に顕著になると想

定で きる。

図5.2.8に 成分 調整不要型完全 リサイクル コンクリー トの凍結融解抵抗性に関する実験結果を示す。凍

結融解抵抗性は、所定の凍結融解試験環境に暴露 した後に、供試体の一次共鳴振動数より導かれる相対動

弾性係数を材質劣化指標として、質量変化率を表層劣化指標として求め、その抵抗値として評価 を行った。

なお、国内において凍害に対する危険度が大きいとされる北海道地区の凍害危険度3の 地域では、年間凍

結回数 をASTM-A法 に相 当す る6回 と仮定 して いる [21]。 これは、凍結融解回数を300サ イクルに設定し

た場合、耐凍害性を約50年 補償 した ことに相 当す るといえ るが、成分調整不要型完全 リサイクルコンク

リー トの一般的な使用を想定 している地域は、国内においては廃棄物の発生抑制および資源の有効利用が

強 く要求される関東 ・関西を中心とする都市圏であると考えられ、これ らが凍害危険度の小さい地域であ

る ことを考 慮する と、結果的に同サイクル数により得 られた耐凍害性の評価は十分条件になるといえる。

なお 、 日本 建築学会 にお いて は、凍結融解回数300サ イクル時点における耐久性指数が60%以 下になら

ないようにするために適切な空気量を導入す る こと [22] を示 して いるが、再生骨材などの繰 り返し利用さ

れた骨材を使用する場合には、水セ メン ト比 を小 さくし、組織を緻密にすることで一定の抵抗性が確保さ

れ る とい う考 え方 [23] も一般化 して いるため 、本実験における高強度 シリーズは、水セメント比を小さく

し、 目標 空 気 量 (2.0±1.5%) を 小 さ く して耐凍害性を確保するような条件とした。実験結果として、普通

強度 シリーズ に関 しては、空気量が適当量導入された調合であったため、全体的には一定の耐凍害性を確

保 してい るといえるが、成分調整不要型にした場合は、耐凍害性が若干低下する傾向にあるといえる。高

強度 シ リーズ に関 しては、総 じて普通強度シリーズよりも相対動弾性 数 の低下が著 しく、式5.1に より

求められる耐久性指数においても同様の性質を示す結果 となった。コ ンク リー トが高強度になるほど、粘

性が高まりそれに伴いエン トラップ トエアが増加して耐凍害性が低下す る現象 [24] が あるが 、それ と同様
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の現象が発生 していることが想定 され る。また質量減少率に関しては、サイクル数に比例 した供試体質量

の増加が確認される。これは、高強度 コ ンク リー トの場合、調合が低水セメント比であるため、耐凍害性

の低下 に従 い、内部に水分が侵入し、セメントゲルの再水和に起因する質量増加の現象が発生しているも

の と考 え られ る。 この現象 は、高性能 コンク リー トを対象とした実験において確認されている [24]。なお

逆 に 、成分調整不要型とした場合、相対動弾性係数の低下が緩和することが確認された。これは、産業廃

棄物起源材料の影響であると考えられ、特に使用量が大きく微少な気泡分布により内部組織が均質で一般

的な軽量骨材よりもその性能が優れる石炭灰人工軽量骨材 [11] が応力緩和作用を引き起 こしていると想定

される。

以 上よ り、成分調整不要型完全リサイクルコンクリー トの場合、コ ンク リー トの空気量やセ メン トマ ト

リックスの強度要因 に加え、使用する個々の構成材料の特性 (気泡分布など) が耐凍害性 に大きく影響する

ことが考え られ るため、スラグ系に代表される高密度 ・低吸水率である材料以外の多孔質材料を大量に導

入す る場合 に限 り、練 り混ぜ時において、適宜、骨材の吸水性状を考慮 した調合方法を検討する必要があ

るといえる。

耐 久 性 指 数DF (durability factor)=PN/M…式 (5.1)

ここに、P: 凍結融解Nサ イクルにおける相対動弾性係数 (%)

N: Pが60%に なった時点の凍結融解サイクル数 、またはPが 試験終了までに60%に な らない場台はそのサイ クル数

M: あらかじめ定める凍結融解サイクル数

図5.2.8 凍結融解抵抗性試験 (左: 相対動弾性係数 右: 質量減少率 下: 耐久性指数)
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5.2.5 再生セメントの基礎的性質

5.2.4で は、実際に産業副産物系材料を混入 した成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー トを製造し、

その基礎的物性および耐久性を評価することで、構造用コンクリー トとしての使用可能性を検討した。本

節では、成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー トで最も重要となる、コンクリー トの全量が目標 とす

るセメント原料として完全にリサイクルされる性質を検証するために、実際のコンクリー ト塊のみを原料

として再生セメン トを製造 し、その物性を評価する。

(1) 使用材料

表5.2.13に 成分調整不要完全リサイクルコンクリー トに使用 した構成材料の化学組成を、表5.2.14に 再

生セメン トとなる成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー トの調合を、表5.2.15に 再生セメン トとなる

成分調整不要型完全リサイクルコンクリー トの基礎的物性を示す。

再生セメン トの原料 となる成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー トは、5.2.3で 使用した水セメン

ト比62%のNC60とHC60で あ り、成分調整量を比較する試料としてプロトタイプコンクリー トである

PT60を 用いる。製造される再生セメントは、NC60を 原料とする普通セメントNCC、HC60を 原料とする

早強セメン トHCCお よびPT60を 原料 とする比較用普通セメントPTCと する。なお実機におけるセメン

ト製造は、セメントの品質の安定 ・生産合理性 ・環境配慮性などを始め、様々な環境側面を考慮 しており、

また製造システムは完全自動化 されているために、一定容量以上の原料を必要とする。従って、本実験で

は、実験室 レベルでの原料コンクリー トの製造であり、容量的に実機での対応は困難であると考えられる

ため、セメン トの製造工程に準じた試製セメン ト製造工程によ り再生セメントを製造する。

表5.2.13 使用材料の化学組成値

表5.2.14 成分調整不要型完全リサイクルコンクリー トの計画調合

表5.2.15 成分調整不要型完全リサイクルコンクリー トの基礎的物性
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表5.2.16 実験項目および方法

(2) 実験方法

表5.2.16に 実験項 目お よび実験 方法 を示す。始めに成分調整不要型完全リサイ クル コンク リー トか ら再

生セ メ ン トを製造 し、セメ ン ト物理試験 (JIS R 5201)  に規定するセメン ト微粒分の密度 ・比表面積が規

定値を満足するか評価 し、続いて、再生セメントを使用 したセメ ン トモル タル を製造 し、曲げ強さおよび

圧縮強さが規定値を満足するかを評価する。また同時に、製造工程の段階 ごとに蛍 光X線装置を用いて

粉体の化学組成を分析することで、各工程の処理方法に起因する成分変動の特性などを確認 しながら、最

終的に成分調整不要とする形で再生セメントが製造できることを実証する。

(3) 再生セメン トの製造

成分調整不要完全リサイクルコンクリー トを原料とした再生セメントについて、製造時における成分

調整が不要となり得るかを検討する。

成分調整不要とするためには、コンク リー トの調合段 階 にお いて 、 表5.2.13に 示 す使用材料の化学組成

値 と表5.2.14に 示 す コ ン ク リー トの計画調合 のみを基 にセ メ ン トク リンカー の化学組成値を推定する必

要がある ことか ら、次の項目に起因する成分誤差が生ずると予想された。

(1) サンプリングする骨材の化学組成値分析方法

(2) サンプリングする骨材と骨材全数との化学組成値のばらつき

(3) コ ンク リー トの使用材料 の計量方法

(4) コ ン クリー トの化学組成値分析方法

(5) ク リ ンカー製造 まで の工程におけるコンクリー ト粉体のハ ンドリング方法

従って目標とする化学組成値 となる再生セメントを製造するために、若干の成分調整を行なう必要がある

事も考慮 して実験を行な った。

再生セメン トとなるNCCお よびHCCは 、ジ ョー クラッシャー および改 良型 ジ ョー クラ ッシ ャーを使用 し

て 最大粒 形10mm以 下 になるよ うに、続いてその全量を大型ボールミルによ り最大粒 形2.5mm以 下 になるよ

うに粉砕化 し、得 られた粉砕物を小型高速回転ボールミル によ り微粉 砕 し、 0.075mmふ るいを全通す るも

のをク リンカー原 料 とした。再生セメント原料は電気炉で1450℃で2時 間焼成 して再生 ク リンカーと し、

これに二水石膏を粉体重量の 2%添 加し目標粉末度に粉砕 して再生セメントを試製した。表5.1.15に 再 生

セメント原料の化学組成値を、表5.2.18に 再生セ メン ト原料 の成分調整量の結果を示す。こ こで 表5.1.15の

a値 は表5.1.11に 示 され る使 用材料の化学組成値を基に、表5.2.14の コ ン ク リー ト計 画 調合における質量割合

を乗じて計算 した化学組成の推定値である。b値は実際にコンクリー トを粉砕 して得た再生セメント原料

の蛍光X線 分析値、c値はクリンカー製造管理に必要な水硬率、ケイ酸率、鉄率の特性値 および上記 (1)～(5)

の問題を考慮 して新たに設定 した化学組成の目標値 [25]、d値 はc値 の 目標値 に対 し表5.1.16の 成 分 調 整 を行

って得 られた蛍光X線 分析値である。ここでNCCお よびHCCに おける化学組成の目標値であるc値と、最
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終的に得 られた再生セメン トの蛍光X線 分析値であるd値の化学組成を比較すると、PTCで はCaOが 、NCC

およびHCCで はFe2O3が わずかな差ではあるがそれぞれ増加している。これは、上記 (1)～(5)の問題を中心に、

実機の製造工程 と相違す る試製セメント製造工程に起因して発生した成分誤差、コンクリー ト粉の採取、

分析精度などのハン ドリングを中心とした問題の影響が考えられる。

ハ ンドリングに起因する化学組成の誤差発生を考慮し、コンクリー トへの材料投入量に対する分析試料

採取量の割合等により、成分誤差が大きくなると予想される主要3試 料 (C、LS、FA) の再分析を行なった

上で、改めて成分調整不要性を検討した。表5.2.19に主要成分の化学組成値 として示す。この表5.2.19の化

学組成値 と表5.2.13における化学組成値を基に、表5.2.14のコンクリー ト計画調合から推定される化学組成

値であるa'値を用いて、コンクリー トの調合表 ・成分調整量とのバランスを検討した結果を表5.2.20に示す。

a'値に表5.2.18に示す成分調整を行なった結果、得 られる計算組成であるe値は、再生セメントの組成値で

あるd値 と目標組成のc値 との中間程度の値とな り、誤差要因が認められる過程で使用材料の成分調査の精

度を高めることが、最終的な化学組成値の推定値に大きな影響を及ぼす ことが確認された。

以上より、理論的にはコンクリー ト全量が目標 とする化学組成値を満足する再生セメントとなるように

調合することが可能であることが示された。またコンクリー トを調合する段階でクリンカーの成分管理に

必要となる使用材料の全成分を正確に把握した上で、目標とする化学組成値の再生セメン トを製造するこ

とは若干の困難を伴 うことなども確認された。

表5.2.17 再 生 セ メ ン ト原 料の 化学 組 成値 (%) (ig. loss補 正後)

備考) NCC: 普通セメント (NC60原料) HCC:早 強セメント (HC60原料) PTC:比 較用普通セメント (PT60原料)

a:推定 値 (表5.1.11お よび12に よ る計算 値) b:蛍光X線 分析値 (成 分添加前のセメント原料)

c:目標値 (成 分調整時に再設定した値) d:蛍光X線 分析値 (成 分添加後のセメント原料)

表5.2.18 再生セメント原料の成分調整量 (全 原料に対する重量%)

表5.2.19 主要材料の化学組成値 (再 分析値) (%)

表5.2.20 再生セメント原料の化学組成値 (再 評価値) (%) (ig. loss補 正後)

備 考) a': 推 定値 (表5.2.13, 14, 19に よ る成 分添加前のセ メン ト原料) e: 推定値 (表5.2, 13-14, 18-19に よ る成分 添加 後 のセ メン ト原 料)
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(4) 再生セメントの物性

成分調整不要型完全リサイクルコンクリー トか ら製造 したNCCお よびHCCの 再生セメン トについて、

市販の普通および早強ポル トランドセメントを比較対象とし、その品質について評価する。

表5.2.21にNCCお よびHCCの 再生セメントに関する化学組成値および物理的性質を、図5.2.10に 再生

セメントの物理試験 (左: 曲げ強さ 右: 圧縮強さ) について示す。

セメントの密度、比表面積に関しては、NCCお よびHCCと もに市販のポル トラン ドセ メン ト [25] とほ

ぼ同等の性質を保持 してお り、設定した原料の焼成 ・粉砕工程によ り、再生セメントとするための適当な

物理的性質が確保されたといえる。

セメントの曲げ強さおよび圧縮強さは、セメン ト物理試験方法 (JIS R 5201) に準じ、40×40×160mmの

モルタルバーを作製 し、所定材齢にて力学特性を評価 した。普通セメン トであるNCCに 関しては、市販の

普通ポル トランドセメン トと比較した場合、初期の強度発現性が若干低下するが、長期強度発現性 に関し

てはほぼ同等となった。JIS R 5210に 定める普通ポル トランドセメントの品質規格は十分に満足 しており、

一般的な使用は十分に可能であると思われる。なお、初期の強度発現性が低下した原因としては、前述し

た成分誤差の問題が関与 してお り、クリンカー主要成分となるFe2O3の 増加やアルカ リ (Na2OとK2O量) の

低下などの要因が、最終的に微妙な強度発現性に影響を及ぼしたものと考えられる。早強セメン トである

HCCに 関しては、市販の早強ポル トラン ドセメン トとほぼ同等の強度発現性 を示した。

以上より、成分調整不要型完全リサイクルコンクリー トは、目標とする再生セメント原料の組成となる

ように調合することが理論的に可能であること、また再生したセメントの品質も標準的なポル トランドセ

メントとほぼ同等の性能とな り得ることが示された。なおクリンカーの成分管理には、使用材料の成分を

詳細に把握することが不可欠となることなどが課題として示された。

表5.2.21 再生セメントの化学組成値および物理的性質

a) 普通セメン ト b) 早強 セメ ン ト

図5.2.10 再生セメントの物理試験 (左: 普通セメント 右: 早強セメント)
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5.2.6 成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー トによる資源投入量削減効果

成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー トを導入する主な効果は、産業廃棄物起源材料の使用によ

り、産業廃棄物最終処分量の低減に貢献できること、産業廃棄物起源材料の混入量に比例 して石灰石骨

材を中心 とした天然骨材資源の使用量低減 も期待できることなどが主な特徴であるといえる。

本節では、成分調整不要型完全リサイクルコンクリー トによる資源投入量削減効果を評価するために、

NC60お よびHC60に ついて完全リサイクルコンクリー トプロ トタイプおよび従来型コンクリー トを比較

対象とし、それ ら全量をセメント原料に転換 して再生セメントを新たに製造する場合におけるコンクリー

ト1ト ンあた りの不足成分投入量を推計する。なお、新たに投入する炭酸カルシウムがある場合には、脱

炭酸による二酸化炭素排出量についても同時に調べ、地球温暖化物質の排出可能性についても検討する。

図5.2.11に 各種コンクリー ト1ト ンを原料として、再生セメン トを製造する際における、不足成分投入

量と石灰岩の脱炭酸化分CO2の 排出量を、図5.2.12に 完全 リサイクルコンクリー トであるPT60、NC60、

HC60に 着 目した場合のセメント原料転換時における不足成分投入量 と石灰岩の脱炭酸化分CO2の 排出量

を示す。成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー トであるNC60お よびHC60は 、セメント原料の主要

5成 分となる材料の投入をほとんど要しない状態で再生セメントとすることが可能であることがわかる。

完全リサイクルコンクリー トプロトタイプであるPT60は 、石灰石骨材による炭酸カルシウム分が過剰と

なることから、全量をセメン ト原料とするために主要5成 分のうちの不足量を追加する必要があ り、最終

的な資源投入量は、コンクリー ト1000kgを 原料 とした場合180kg程 度必要になることがわかる。これら

に対 し従来型コンクリー トの場合は、全量をセメン ト原料にすることが困難である。例えば、1ト ンのコ

ンクリー ト全量がセメン ト1ト ンに転換されることを想定 して、必要となる主要成分の投入量として示し

た場合、結果的に1.6ト ンを越える新たな資源投入の必要があり、その際、石灰石骨材の投入に伴う二酸

化炭素発生量も大きく増加することが理解できる。

なお、従来型コンクリー トを比較対象とし、成分調整不要型完全 リサイクルコンク リー トによる二酸化

炭素排出量抑制効果を詳細に検討するためには、二酸化炭素排出に関連するイ ンベントリー要因を詳細に

分析 した上で、産業廃棄物起源材料の使用による二酸化炭素削減効果、セメント原料 として繰 り返し再生

した場合の二酸化炭素削減効果など、脱炭酸化する炭酸カルシウムの使用量削減に伴 う二酸化炭素削減効

果など明確にした上で評価する必要があることを示 してお く。

図5.2.11 各種 コンクリー ト1㌧ あたりのセメント原料転換時における不足成分投入量と石灰岩の脱炭酸化分CO2の 排出量
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図5.2.12 完全 リサイクルコンクリー ト1㌧ あたりのセメント原料転換時における不足成分投入量と石灰岩の脱炭酸化分CO2の 排出量

5.2.7 ま と め

本節では、成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー トについて検討した。以下に得 られた知見を示す。

1) 完全 リサイクルコンクリー トに対 して、材料的価値に乏 しく最終処分される傾向がある産業廃棄物起

源材料をコンクリー トに適宜導入することで、成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー トとすることが

可能にな り、産業廃棄物起源材料の最終処分量を抑制することが可能になる。

2) 成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー トは、石灰石骨材のみを使用 した完全 リサイクルコンクリ

ー トプロ トタイプと同等の基礎的物性を保持してお り、耐久性 も大きく低下することはないといえる。

3) 成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー トを原料 とした再生セメン トの品質は、標準的なポル トラ

ンドセメントと同程度の品質となる。なお本実験では、再生セメン トを試製セメン トとして製造したため、

早期の強度発現性が若干小さくなる傾向があったが、成分調整不要性はほぼ実証されたといえる。

4) 成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー トの全量を再生セメン ト化することで、セメント製造時に

必要 となるバージン材料の投入量および、セメント製造時に発生する二酸化炭素排出量の低減が期待でき

るため、セメント原料としてコンクリー ト中で材料保存する意義は大きい。
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5.3 完全 リサイクルコンクリー トの利用拡大に向けた材料調整手法の検討

5.3.1 背 景 と 目的

セメン ト回収型-完 全 リサイクルコンクリー トは、完全 リサイクルコンク リー トプロトタイプのよう

に、全骨材が石灰石骨材で構成され、セメント成分としての不足分を補 うタイプと、コンクリー ト構成

材料に産業廃棄物起源材料を積極導入 し、成分調整が不要のままセメン ト原料 となるタイプに大別され、

その基礎的性質が明らかにされた。なお双方のセメン ト回収型-完 全リサイクルコンクリー トにより、

セメン ト原料を構造物の中で貯蔵することが可能にな り、建築物における材料 ・素材の本質的機能を満

たすための材料保存性が確保されることになる。

本章では、これ らのセメント回収型―完 全 リサイクルコンクリー トの利用拡大に向けた材料調整手法

に関する検討を行 う。まず、5.3.2の 「汎用型コンクリー トと粒形改善型コンク リー トの基礎的性質」に

おいて、建設工事において完全 リサイクルコンクリー トの一般的な使用を容易にするために、国内各地

における一定の規模を有する石灰岩鉱山から製造される石灰石骨材の品質特性、需給体制等の諸条件を

考慮して、将来的に関東地区を中心に一般的に使用することが比較的容易である石灰石骨材を選定する。

そして、同骨材を汎用 タイプ石灰石骨材と位置づけ、それを構成材料とした汎用型完全 リサイクルコン

クリー トを製造する。汎用型完全 リサイクルコンクリー トの材料構成は、完全 リサイクルコンクリー ト

プロ トタイプと同様であるとし、再生時に不足成分を補うことで全量がセメン ト原料となるタイプとし

て位置づける。

続いて、石灰石砕砂が現在一般的に使用されている堆積岩系の砕砂 と比較 して、粒形が悪 く微粉量が

多く発生するという傾向があるため、コンクリー トは単位水量の増加に起因して品質低下を起こすこと

が予想される。従って、汎用型石灰石砕砂の製造工程に粒形改善工程を導入 した製造フローによ り得ら

れる粒形改善石灰石砕砂を使用 して、粒形改善型完全 リサイクルコンクリー トも製造し、それらの完全

リサイクル コンクリー トの基礎的物性について調査する。

最後に、5.3.3の 「完全 リサイクルコンクリー ト標準調合表の提案」においては、汎用型コンクリー ト

と粒形改善型コンクリー トに関する完全 リサイクルコンクリー トの標準調合表を作成し、建設時におけ

る一時的な使用を容易にするための方策 として提示する。

5.3.2 汎 用型 コンク リー トと粒形 改善型 コンク リー トの基礎 的性 質

本節では、粗骨材 として汎用型の石灰石砕石を一定 とし、細骨材に汎用型石灰石砕砂を使用 した汎

用型コンクリー ト、および粒形改善石灰石砕砂を使用 した粒形改善型コンクリー トについて、陸砂を

使用 した石灰石骨材 コンクリー トを比較対象 とした基礎的物性の調査を行 う。同時に、細骨材の粒形

改善効果について検討する。

(1) 使用材 料

表5.3.1に 使用 材料 の特性 を、図5.3.1に0.6mm～1.2mm範 囲 にお け る市販石灰 石砕砂 と粒形 改善石

灰石砕砂 の顕微鏡 写真 を、図5.3.2に 各種骨 材の製造 フロー を、図5.3.3に 各種骨材 の粒度分布 を示す。

セメ ン トは普通 ポル トラン ドセ メン トを、粗 骨材 には秩父横手産 の汎用型 石灰石砕 石 (L) を、細 骨材 に
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は同じく秩父横手産の汎用型石灰石砕砂 (L)、粒形改善型石灰石砕砂 (Lr) および現在一般的に使用され

ている大井川産陸砂 (N) の材料によ り構成される。汎用型石灰石砕砂は微粉量 ・粒 形 ・粒度分布がコン

クリー ト用細骨材として適当な品質を保持 したものであり、単独使用が可能であるものと判断される

[26-27]。粒形改善石灰石砕砂は汎用型石灰石砕砂の製造工程 に、骨材の擦 りもみ機構を有する処理工

程を追加して製造 したものであ り、汎用型石灰石砕砂の角部分のみが擦 り揉 まれた結果、粒形判定実

積率が大きく改善されてお り、57.0%か ら62.6%ま で増加 している。またそれは、0.6～2.5mmの 全粒

度を通 じて粒形を改善するものであり、粒度分布、微粉発生量、製品回収率 に関 しても問題のない程

度の処理機構によ り製造されている。なお、製造フローにおいて確認 されるように、石灰石骨材の製

造時に発生 した石灰石微粉末は、セメント原料に使用可能であ り、また鉄鋼産業、化学産業などを中

心に十分な用途が確立 しているため [28]、最終処分されることな く利用される。

表5.3.1 使 用 材 料 の 特 性

備 考) 普 通 ポ ル トラ ン ドセ メ ン ト 密 度3.16 (g/cm3)

図5.3.1 汎 用型石灰石砕砂 と粒形改善型石灰石砕砂 (粒径0.6-1.2mm)

図5.3.2 汎 用型石灰石骨材と粒形改善型石灰石砕砂の粒度分布
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図5.3.3 汎用 型石灰石骨材 と粒形改善型石灰石砕砂の製造フロー

(2) 実験方法 と計 画調合

表5.3.2に フ レッシュ性 状用 の コンク リー ト調 合条件 を、表5.3.3に 力学特性 用 のコ ンク リー ト調 合

条件 を、表5.3.4に コンク リー トの計画 調合表 を、表5.3.5に 実験項 目と実験 方法 を示 す。本節 で は、

細骨材 に汎用型 石灰石砕砂Lを 使用 したLL、 粒 形改善型石 灰石砕 砂Lrを 使用 したLRお よ び比較用

の陸砂Nを 使 用 したLNの 各種 コ ンク リー トにつ いて フ レッシ ュ性状 (ス ラ ンプ、空気量 、ブ リーデ ィ

ング) お よび 力学 特性 (圧縮強度 、ヤ ング係数、引張強度) を検討 した。 フ レッシュ性 状 に関 して は、LL、

LRお よびLNに お ける粗骨 材が 同一で 、細骨材粒 形が相違す る場 合の影響 を検 討す るため 、単位 粗骨

表5.3.2 コ ン ク リー ト調 合 条 件 (フ レ ッ シ ュ 性 状)

表5.3.3 コンクリー ト調合条件 (力学特性)
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表5.3.4 コ ンクリー トの計画調合 (力学 特性)

A1: 空気 量調整剤 A2: AE減 水剤 (リ グニ ンスルホ ン酸系化合物) A3: 高性 能AE減 水剤 (ポ リカル ボ ン酸エ ーテル 系化合物)

表5.3.5 実験項 目および実験方法

材 か さ容積 を一定 とした 上で、 同一水 セ メン ト比で構成 され る水セ メ ン ト比0.35、0.4、0.5、0.6の ペ

ー ス トに対 し、一定量 の細骨 材 を加 えたモル タル の コンシステ ンシー が、各 シ リー ズ ともに 同程 度 と

な るよ うに細 骨材量 の調整 を 図る とい う方法 に基づ いた調合設 計 を行 った。力学特 性 に関 して は、LL、

LRに お ける水 セ メン ト比0.3の 高強度 シ リーズ と、水セ メ ン ト比0.6の 普 通強度 シ リー ズに関 して、

細骨 材種 の違 いが コ ンク リー トの力学特性 に及 ぼす影響 を調査 した 。

(3) フ レッシ ュ性状 と粒形 改善効果

図5.3.4に コンク リー トの スラ ンプ値 と単位 水量 の関係 を、図5.3.5に コ ンク リー トの ブ リー デ ィン

グ量 を、 図5.3.6に 細 骨材 の粒形改 善が化学混和 剤使用 量 とス ランプ値 に及 ぼす影 響 につ いて示す 。

単位水 量に関 しては 、 目標 ス ランプを確保 す るた めの必要 水量 を、練 り試験 に よ り決定 して お り、

汎用 型 コ ンク リー ト、比較 用 コンク リー ト、粒 形改善型 コンク リー トの順 に減 少す る ことが 確認 され

た。特 に粒 形改善型 コンク リー トLRに 関 して は、 汎用型 コ ンク リー トLLと 比較 して水セ メ ン ト比

0.4～0.6の 範 囲で、単位水 量15～20kg/m3の 低減が可 能で あ り、細骨 材の粒 形改 善が単 位水 量低減 に及

ぼす 影響が大 きい ことが確 認 され た。なおそ の割 合 は、粒 形判 定実積 率 の増加 に反比例 す る といえる。

なお汎用型 コ ンク リー トLLに 関 して も、大 井川産陸砂 を使 用 し、良好 な フ レッシュ状態 を確保 しや

す い比較用 コ ンク リー トLNと 同等の フ レッシュ性状 であ ったた め、 コン ク リー ト工 事 にお いて 一般

的な使用が 十分 に期 待 され るものであ るといえる。

ブ リーデ ィ ング量 に関 しては、粒 形改善型 コ ンク リー トLRは 比較用 陸砂 コ ンク リー トLNと 比較 し

て 、終結時水 量が50%程 度 であ り、 汎用型 コンク リー トLLは 比較用 陸砂 コ ンク リー トLNよ りも全

種 類 を通 じて水量 が若干 多 く発 生 した。

粒 形改 善効 果が化 学混和 剤使用 量 とスラ ンプ値 に及 ぼす影響 に関 しては 、水 セ メ ン ト比0.35の 汎用

型 コンク リー トLLと 粒形 改善型 コ ンク リー トLRに ついて、双方が ス ラ ンプ21cmを 確 保す る ために

要 した化学 混和剤 の使用 量 を示す が、粒 形改善型 コ ンク リー トLRの 場合 、セ メ ン ト量 の0.3%程 度 減

量 させ る ことが可 能で あ り、 汎用 型 コンク リー トLLの60%程 度の使用 量で 同一 ス ラ ンプを確 保 する

ことが 可能で ある ことが示 された。 また化学混和 剤使用 量 をセ メ ン ト量 の0.4%で 一定 とした場合 、
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汎用型コンクリー トLLは 、スランプ値が8cm程 度であったのに対 し、粒形改善型コンクリー トLR

は13cm程 度大きい値 となるスランプ21cmを 確保す ることが可能であり、細骨材の粒形改善がコンク

リー トのコンシステ ンシー を大きく向上させることが確認された。

比較用陸砂 コンク リー トLNは 、粗骨材に石灰石砕石を用いており、現在 も地域的にはヽ一般的に

使用されるコンクリー トの調合事例となる。この調合を比較用として、各 シリーズのフレッシュ性状

を評価 したが、汎用型および粒形改善型完全 リサイクルコンクリー トLLお よびLRは 、総 じて良好な

フレッシュ性状を保持するコンクリー トとなることが確認された。細骨材の粒形改善を行った場合は、

単位水量およびブ リーディング水を大きく低減することが可能となり、その性質は、結果 として、セ

メント使用量、化学混和剤使用量の低減にも繋がるといえる。 この特性は、コンクリー トの基礎力学

特性および耐久性の向上に寄与することが期待できる。

以上よ り、一般的な砕石骨材の製造工程に、粒形改善工程を導入することは、主 に単位水量低減に

起因するコンク リー トの基礎的性質の向上を図ることができるため、細骨材の粒形改善効果は有用で

あるといえる。

図5.3.4 スランプ値と単位水量の関係

図5.3.5 ブ リー デ ィ ン グ量 の 変 化
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図5.3.7　圧締強度とヤング係数(塞:普通強度　右:高替丘)
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図5.3.8　圧縮強度とヤング係数(NewRC式との相関)

(4)力学特性と粒形改善効果

図5.3.7にコンクリートの圧縮強度とヤング係数に関係を､図5.3.8にNew RC式との相関を評価す

るための圧縮強度とヤング係数の関係を示す｡

圧縮強度は,高強度の汎用型コンクリートが粒形改善型コンクリートと比赦して若干大きくなる｡

普通強度の場合には逆の傾向を示し､ヤング係数に関しても同様であった｡ New RC式と示した圧縮

強度とヤング係数の関係からは､粒形改善の有無に関わらず､はば同様の強度増加履歴を示しており､

細骨材の粒形が力学特性に及ぼす影響は殆どないといえる｡以上､汎用型および粒形改善型コンクリ

ートの力学特性はほぼ同等であり､一般的な構造用コンクリートとして十分に使用が可能である｡
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5.3.3 完全 リサイ クル コ ンク リー ト標 準調合 表の提案

コンク リー ト構造物に使用されるコンクリー トの種類は数多 く存在 し、用途および設計強度 に応 じ

て適宜選定 されているといえるが、コンクリー ト構造物に使用 されてか らの年数や歴史的経緯を鑑み

ると、今後 も構造物に要求 される性能を充足するために、コンクリー トの製造技術は発展 し続 けるも

のと思われる。そ して、新 しく開発されたコンクリー トを構造物に適用可能にし、一般的に使用 され

る状態を確立するためには、技術的な課題 を第1と して、その他、導入する上で制度的な課題 を解決

するようないくつかの段階を経る必要があるといえるが、実際にコンクリー トを製造する際に必要と

なる試験調合の基礎データとなる標準調合表を作成する方法は、普及 を図る上での手法として評価す

ることができると思われる。

本節では、汎用型コンクリー トLL、 粒形改善型コンクリー トLRお よび比較用の陸砂コンク リー ト

LNに おける水セメント比0.35、0.4、0.5、0.6の コンクリー トに対 し、 日本建築学会 コンクリー ト調

合設計指針 ・同解説に示される参考調合表 [29] を基に、骨材粒形に起因する必要単位水量の修正を加

えた推定調合 を試算 し、得られた推定調合を参考に試し練 り試験を実施 し、最終的に完全 リサイクル

コンクリー トにおける構成材料の特徴を反映 した標準調合表を作成 した。以上よ り、完全 リサイクル

コンクリー トの実務的な使用を可能にするための石灰石骨材コンクリー ト、汎用型完全 リサイクルコ

ンクリー ト、粒形改善型完全 リサイクルコンクリー トの調合設計に関する基礎データの整備ができる。

(1) 使用材料

使用材料は前節と同様とし、汎用型石灰石砕石を粗骨材 として、汎用型石灰石砕砂、粒形改善型石

灰石砕砂および陸砂の3種 類を細骨材 として使用する。セメン トは普通ボル トランドセメントを使用

した。表5.3.6に 使用材料について示す。

(2) 実験方法

表5.3.7に 実験要因と水準を、表5.3.8に コンクリー トの調合条件を、表5.3.9に 実験項 目および実験

方法を示す。コンクリー トは細骨材の種類で区別される3種 類 とし、水セメン ト比を4水 準、スラン

プ値を4水 準 とした全23種 類の標準調合表を作成する。なおスランプ値が21cmの シリーズに関して

は、今後 コンクリー ト構造物の高性能化 ・高強度化が進む現状を鑑みて、水セメント比0.35シ リーズ

を設定 して検討を行った。

図5.3.9に 完全 リサイクルコンクリー トの標準調合作成の手順を示す。最初に、日本建築学会コン

クリー トの調合設計指針 ・同解説に示されるコンクリー トの参考調合表の実測データを基に、比較用

で陸砂を使用する石灰石骨材コンクリー トとほぼ同様の組み合わせとなる砕石 ・川砂の参考調合を選

定する。そ して、骨材の粒形 ・粗粒率に起因する必要単位水量の修正を行った推定調合を算定 し、そ

表5.3.6 使用材料の特性

備考) 普通ボ ル トラン ドセメン ト 密度3.16 (g/cm3)
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れをもとに試 し練 りを実施 し、目標 スランプを満たす調合が得 られた時点で石灰石骨材 コンク リー ト

の標準調合表として決定する。続いて、汎用型完全 リサイクルコンクリー トについては、石灰石骨材

コンクリー トと比較 した場合、細骨材が相違す る調合 として位置づけられるため、細骨材特性の違い

を反映することで推定調合を作成す ることが可能であるが、本研究では、石灰石骨材コンクリー トの

場合と同様に、日本建築学会の参考調合表を基 にした推定調合を作成 し、試 し練 りを実施 して汎用型

完全 リサイクルコンクリー トの標準調合 として決定する。最後 に、粒形改善型完全 リサイクルコンク

リー トについては、汎用型完全 リサイクルコンクリー トにおける細骨材が粒形改善された場合の調合

であるため、汎用型完全 リサイクルコンクリー トより細骨材品質の違 いを反映 した推定調合を作成 し、

試 し練 りを実施 して粒形改善型完全 リサイクルコンク リー トの標準調合として決定する。

なお、試 し練 りによる計画調合の修正を行う場合、表5.3.8に 示す コンク リー トの調合条件 に従 うと

した。具体的には、単位粗骨材かさ容積が一定であることから、コンクリー トにおけるモルタル部分

の調合割合を修正することで、目標スランプを確保す る方法、つまり同一水セメン ト比のペース トに

対 し、細骨材を加えたモルタルのコンシステンシーが各シリーズとも同程度 になるようにペース ト量

の割合を調整することによ り、調合の修正を実施することを基本的な方針 とする。

図5.3.9 完全 リサイクルコンクリー トの標準調合作成の流れ

―158―



表5.3.7 実験 要因と水準

表5.3.8 コ ン ク リ ー トの 調 合 条 件

表5.3.9 実 験項 目および実験方法

(3) 標 準調合 の作 製

(3.1) 石灰石骨材コンクリー ト

表5.3.10に 陸砂 を使用 した石灰石骨材 コンクリー トの推定調合表 と標準 調合表 を示す。

推定調合表 の作成 に使用す る細骨材が、川砂起源 の陸砂でF. M. が2.66で あ る ことよ り、日本建築学会

コンク リー ト調合 設計指針 ・同解 説で示す普通ボル トラン ドセ メン トを用 いる砂 ・砕石 コンクリー トの

参考調合表 (砕石-川 砂、F. M. 2.8お よび2.2、 最大粒 形20mm) の2調 合 を選定 する (段階 (1))。続 いて、

線形補間 によ りF. M. 2.66に 該 当す る単位 粗骨材 か さ容積 と単位水 量を決定す る (段階 (2))。続 いて、空気

量調整剤 によ り1%の 連行空気 (C×0.002%) を導入 した場合、2.5%の 減水 効果が得 られ ると仮定する と、

プレー ンコンク リー トで2%前 後 の空気 量が導入 される とした場合、 目標 空気 量 を満たすために空気量

調整剤 をC×0.003%使 用す る と、連行空気 を導入す ることによる減水効果 が3.75%得 られて単位水量が

減量で きる (段階 (3))。最後 に、汎用石灰 石砕石の粒形が 日本 建築学 会参考調 合 にお ける標準砕石 と比較

して良好で あるため、石灰石骨材 コ ンク リー トは同一粗骨材か さ容積 にお ける粗骨材絶対容積 が低 下す

る結果、一定の コ ンシステ ンシーを得るための余剰モルタル量 も減量で き、余剰 モル タルに含有す る割

合分の単位水量 を低減 す ることが可能 になる (段階 (4))。余剰モル タル 中の含 有水量の算定式 を式5.3.1に

示す。

以 上の (1) か ら (4) の段階 に基 づ く検 討 によ り、推定調合表 を作成する ことが可能 になる。

式 (5.3.1)

ここに、△w: 余剰モルタルに含有する単位水量低減率、△g: 汎用型石灰石砕石に対する標準砕石の実積率比、

Vg: 粗骨材の絶対容積

推定調合表を基に標準調合の作成を行 う。推定調合表を基にした試 し練 りを行ない、練混ぜ時の流動

性状および練 り混ぜ直後および一定時間経過後の材料分離抵抗性の観察結果、スランプ値、空気量およ
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びブリーディング量の実験結果に基づき単位水量を調整し、推定調合表に反映 した。結果、単位粗骨材

かさ容積を0.02、 単位水量を6～13kg低 下させることで、目標スランプおよび空気量を満たすことが可

能 となり、標準調合として位置づけることが可能 となった。

以上のプロセスにより、石灰石骨材コンクリー トの標準調合を作成 した。なお、本実験で使用 した汎

用型石灰石砕石は、一般的に使用されている堆積岩系の硬質砂岩砕石や火成岩系の安山岩砕石と比較し

て、粒形、粒度が良好であると考えられる。結果、必要単位水量を低減することが可能になったともい

える。従って、本調合によ り得られる石灰石骨材コンクリー トは、単位水量の低下に起因する基礎的性

質の向上が期待できるといえる。

表5.3.10 石 灰石骨材コンクリー トの推定調合表と標準調合表

(1) 日本 建 築 学 会 参 考 調 合 (砕 石-川 砂, F. M. 2.8お よ び2.2, 最 大 粒 形20mm)

(2) 線形補間により、F. M. 2.65に おけるかさ容積と単位水量を補正

(3) 空気量調整剤による減水効果を考慮 した推定調合

(4) 粗骨材粒形による減水効果を考慮した推定調合

○石 灰 石 骨 材 コンクリートの 参 考 調 合 (石 灰 石 砕 石-川 砂, F. M. 2.65, 最 大 粒 形20mm)

備考) A1: 空 気量調整剤 A2: AE減 水 剤
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(3.2) 汎用砕砂型完全リサイクルコンクリート

表5.3.11に 汎用型石灰石砕石および汎用型石灰石砕砂を使用 した汎用型完全リサイクルコンクリー ト

の標準調合表を示す。

推定調合表の作成を行う。使用する汎用型石灰石砕砂は実積率が陸砂 とほぼ同等であり、F. M. が2.65

であるため、 日本建築学会コンクリー ト調合設計指針 ・同解説で示す普通ボル トラン ドセメントを用い

る砂 ・砕石コンクリー トの参考調合表 (砕石-川砂、F. M. 2.8お よび2.2、 最大粒形20mm) の2調 合を選

定する (段階 (1))。続いて、線形補間によりF. M. 2.65に 該当する単位粗骨材かさ容積 と単位水量を決定す

る (段階 (2))。続いて、空気量調整剤によ り1%の 連行空気 (C×0.002%) を導入 した場合、2.5%の 減水効果

が得 られると仮定すると、プレーンコンクリー トで2%前 後の空気量が導入されるとした場合、目標空

気量を満たすために空気量調整剤をC×0.003%使 用すると、連行空気を導入することによる減水効果が

3.75%得 られて単位水量が減量できる (段階 (3))。最後に、汎用石灰石砕石の粒形が日本建築学会参考調合

における標準砕石と比較 して良好であるため、石灰石骨材コンクリー トは同一粗骨材かさ容積における

粗骨材絶対容積が低下する結果、一定のコンシステンシーを得るための余剰モルタル量 も減量でき、余

剰モルタルに含有する割合分の単位水量を低減することが可能になる (段階 (4))。余剰モルタル中の含有

水量の算定式を式5.3.2に 示す。

以上の (1) から (4) の段階に基づく検討により、推定調合表を作成することが可能になる。

…(式5.3.2)

ここに、△w: 余剰モルタルに含有する単位水量低減率、△g: 汎用型石灰石砕石に対する標準砕石の実積率比、

Vg: 粗骨材の絶対容積

推定調合表を基に標準調合の作成を行う。推定調合表を基にした試し練りを行ない、練混ぜ時の流動

性状および練 り混ぜ直後および一定時間経過後の材料分離抵抗性の観察結果、スランプ値、空気量およ

びブリーディング量の実験結果に基づき単位水量を調整し、推定調合表に反映した。結果、単位粗骨材

かさ容積を0.02、単位水量を0～5kg低 下させることで、目標スランプおよび空気量を満たすことが可能

とな り、標準調合として位置づけることが可能となった。ここでは、推定調合と標準調合における単位

水量がほぼ同等 となる調合も存在 し、その傾向は低水セメント比の場合に顕著であった。

以上、汎用型完全 リサイクルコンクリー トの標準調合は、日本建築学会コンクリー ト調合設計指針 ・

同解説における砂 ・砕石コンクリー トの参考調合よりも石灰石砕石の粒形が優れる性質などにより必要

単位水量を大きく低減することが可能となる。従って、本調合表により製造されるコンクリー トは、単

位水量の低下に起因する基礎的性質の向上が大きく期待されるといえる。なお、本調合表はセメン ト回

収型-完 全 リサイクルコンク リー トをコンクリー ト構造物 に適用することを目標に作成 したものであ

り、将来的に骨材資源 として使用される可能性の高い石灰石骨材を予め選定 しているため、完全 リサイ

クルコンクリー トにおける標準調合のプロトタイプにな り得るものである。
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表5.2.11 汎用砕砂型-完 全 リサイクルコンクリー トの推定調合表と標準調合表

(1) 日本建築学会参考調合 (砕石-川砂, F. M. 2.8お よび2.2, 最大粒形20mm)

(2) 線形補間により、F. M. 2.65に おけるかさ容積 と単位水量の補正

(3) 空気量調整剤による減水効果を考慮した推定調合

(4) 粗骨材粒形による減水効果を考慮した推定調合

○汎 用砕砂を使用 した完全リサイクルコンクリートの参考調 合 (石灰 石 砕 石-汎 用 砕 砂, F. M. 2.64, 最 大 粒 形20mm)

備考) A1: 空気 量調整剤 A2: AE減 水 剤 A3: 高性能AE減 水剤
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(3.3) 粒形改善砕砂型-完 全リサイクルコンクリー ト

表5.3.12に 汎用型石灰石砕石および粒形改善石灰石砕砂を使用 した粒形改善型完全 リサイクルコン

クリー トの標準調合表を示す。

推定調合表の作成を行う。粒形改善型完全 リサイクルコンクリー トは汎用型完全 リサイクルコンクリ

ー トと比較 して、細骨材である粒形改善型石灰石砕砂が汎用型石灰石砕砂よ りも粒形が優れ実積率が大

きいという性質以外は同等に扱 うことができる。細骨材の粒形に起因する単位水量の低減方法を2通 り

の場合で検討する。

第1の 方法は、同一細骨材かさ容積の場合、粒形改善型シリーズの細骨材絶対容積が低下することか

ら余剰モルタル量を減量 し、結果的に余剰ペース トに含有する割合分の単位水量を低減することが可能

になるする方法であ り、前記の石灰石骨材コンクリー トと汎用型完全 リサイクルコンクリー トの標準調

合を作成する際に、粗骨材に対 して適用した手法を細骨材に適用するものである (段階 (2))。余剰ペース

ト中の含有水量の算定式を式5.3.3に 示す。以上より、第1の 方法による推定調合表+が 作成された。

(式5.3.3)

ここに、△w: 余剰ペース トに含有する単位水量低減率、△g: 粒形 改善石灰石砕砂に対する汎用型石灰石砕砂の実積率比、

Vg: 粗骨 材の絶対容積、Vs: 細骨材の絶対容積

第2の 方法は、単位粗骨材かさ容積がコンクリー トの流動特性の支配要因とされるように、2つ の調

合の粗骨材かさ容積が同一である場合は、最終的には細骨材のかさ容積によ りモルタルの流動特性が決

定されると考え、細骨材かさ容積を一定にする方法により推定調合を作成するものである。汎用型完全

リサイクル コンクリー ト標準調合表における汎用型石灰石砕砂の絶対容積からかさ容積を逆算し、単位

細骨材かさ容積を算定する。 この単位細骨材かさ容積を用いて、粒形改善石灰石砕砂の実積率を乗じ、

粒形改善砂の絶対容積を算定 し、その他の具体的な材料容量についても算定し、推定調合表として作成

した (段階 (3))。

以上の2つ の推定調合表を基に、標準調合表の作成を行う。推定調合表を基にした試し練りを行ない、

練混ぜ時の流動性状、練 り混ぜ直後および一定時間経過後の材料分離抵抗性の観察結果、スランプ値、

空気量およびブ リーディング量の実験結果に基づき単位水量を調整し、推定調合表に反映した。第1の

方法の場合、単位水量を0～9kg減 少させることで、目標スランプおよび目標空気量を得ることが可能と

なる。推定調合と標準調合における単位水量がほぼ同等となる調合も存在し、その傾向は高低水セメン

ト比の場合に顕著であった。第2の 方法の場合、高水セメント比域では単位水量0～4kgの 増加、低水セ

メント比域では単位水量0～7kgの 減少により、目標スランプおよび目標空気量を満たす ことが可能とな

る。第1の 方法よりも調合修正が少なく、推定精度が優れたといえる。

以上、粒形改善型完全 リサイクルコンクリー トの標準調合は、細骨材の粒形が優れる性質などにより、

必要単位水量を大幅に低減することが可能である。本調合により製造 されるコンクリー トは、単位水量

の低下に起因する基礎的性質の大幅な向上が期待 される。なお、本調合表はセメン ト回収型―完全リサ

イクルコンクリー トを高性能化 し、長期耐久性を確保する必要のあるコンクリー ト構造物に適用するこ

とも考慮 して作成されたものであ り、将来的に汎用品となる可能性の高い石灰石骨材を予め選定してい

ることを考慮すると、汎用型完全リサイクルコンクリー トの高性能コンクリー トの標準調合として提案

す ることが可能 になる。
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表5.3.12  粒形改善砕砂型-完 全リサイクルコンクリ ートの推定調合表と標準調合表

(1) 汎用砕砂を使用した完全リサイクルコンクリートの参考調合 (石灰石砕石-石灰石砕砂, F. M. 2.65, 最 大 粒 形20mm)

(2) 細骨材粒形に起因する単位水量低減率による補正調合

(3) 細骨材絶対容積一定の場合の、ベースト量低減による単位水量低減による補正調合

○粒 形改善砕砂を使用した完全リサイクルコンクリートの 参 考 調 合 (石灰石砕石-粒形改善砕砂, F. M. 2.64, 最 大粒形20mm)

備 考) A1: 空 気量調整剤 A2: AE減 水 剤 A3: 高性 能AE減 水剤

(3.4) 完全 リサイクルコンクリー ト標準調合表

表 5.3.13に石灰石 骨材 コ ンク リー ト、汎用型完全 リサイクルコンクリ ートおよび粒形改善型完全 リ

サイ クル コン ク リー トの標準調合表をまとめて示す。

石 灰石骨材 コンク リー トは、現在で も地域によ り,一 般 的 に使用 され て いる状 況で あ り、
特に骨材

資源 に乏しい関西以西の地域では多用されている。しか しなが ら、細骨材が石灰石砕砂ではないため、

セ メント原料 としての材料保存性は確保されない。汎用 型完全 リサ イ クル コ ンク リー トは 、
実務的に

使用されることを前提にしてお り、この標準調合表を利用 して完全 リサイ クルコ
ンク リー トの使用が

一般化することが合理的となる可能性がある。そ して将来的 に、砕砂 を製造する際に粒形改善工程の

導入が一般化 した場合、粒形改善型完全リサイクル コン クリー トによる標準調合表が有効に利用する

ことが可能になると思われる。
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表5.3.13  完全 リサイクルコンクリート標準調合表

○石 灰石骨材コンクリートLN  (石 灰 石砕 石-川 砂, F. M. 2.66, 最 大 粒 形20mm)

○汎 用砕砂型-完 全リサイクルコンクリートLL  (石 灰 石 砕 石-汎 用 型 石 灰 石砕 砂, F. M. 2.65, 最 大 粒 形20mm)

○粒 形改善砕砂型-完 全リサイクルコンクリートLR  (石灰 石砕 石-粒 形 改 善 石 灰 石 砕 砂, F. M. 2.64, 最 大 粒 形20mm)

備考) A1: 空気量調整剤  A2: 超 減水剤  A3: 高性 能AE減 水剤

5.3.4 ま と め

本 節で は、完全 リサ イ クル コ ンク リー トの利用拡大に向けた材料調整手法の検討を行った。以下に

得 られた知見を示す。

1) 汎用 型石灰 石砕 石 ・砕砂 は、将来的に標準的な石灰石骨材として使用 されることが期待される品質

を有 して お り、粒形改善砂に関 しては、川砂や陸砂と同等の粒形を有した細骨材である。これ らの骨

材 を使用 した コ ンク リー トの基礎的物性は優れたものであ り、構 造用 コ ンク リー トとして実務的に使

用が可能であると考えられる。

2) 細骨材の粒形改善効果によ り、コンクリー トの単位水量は大幅に低減できるため、同一水セ メン ト

比 にお け るセ メン ト使用量 、化学混和剤使用量を削減することができる。 この 際 、単位水量低減に起

因す るコ ンク リー トの基礎的物性の向上が期待できるため、コ ンク リー ト構造物の長期耐久性の確保

に有効な手法となることが想定 され る。

3) 完全 リサイ クル コ ンク リー ト標準調合表は
、一般的な石灰石骨材の特徴を考慮して作成されたもの

で あ り、 完 全 リサ イ クル コンク リー トの普及を図るためのプロトタイプの調合 と位置づけられる。
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5.4 完全 リサイクル住宅 (S-PRH) の実施工 と適用性評 価

5.4.1 背 景 と 目 的

完全 リサイクルコンクリー トに関する既往研究に加え、本研究 における産業廃棄物起源材料を導入

した成分調整不要型完全 リサイクルコンク リー トの検 討 、お よび完 全 リサ イ クル コ ンク リー トの材料

調整法の検討によ り、実構造物への適用を検討できる段階となった。

本 章 で は 、5.4.2の 「完 全 リサ イ クル コンク リー トの将来像 」 にお いて、順工程生産 システムによる

既存のコンクリー トが一般的に生産される状況において、完全 リサイクル
コンク リー トが導 入 され る

こ とによ り起 こ りうる変化 ・改 善の あ り方お よび、発生 するマ テ リアルフ ロー につ いて分析 を行 う。

続 い て 、5.4.3の 「完 全 リサ イ ク ル コ ンク リー トの実用化 」にお いて 、日本学術振興会の未来開拓学

術研究推進事業における 「環境負荷の影響評価 と軽減」研究推進委員会に設置 された 「低環境負荷 ・

資源循環型居住システムの社会工学的実験研究」において実施された完全 リサイ クル住 宅 (S-PRH)[30]

に対 し、セ メン ト回収型―完 全 リサイクルコンクリー トを構造躯体に実施工 した概要について示す。

施 工 に際 して は、敷 地調査 、構造物およびコンクリー ト構成材料の特性などに対する評価 を通 じて、

コ ンク リー トの調 合 目標 を定め 、続いて完全リサイクル コンクリー ト標準調合表を基に使用する骨材

の特性を反映 した推定調合表を作成 し、実機での試し練 り試験によ りコンク リー トの計画 調合 を決定、

実施 工 を行 う。そ のコ ンク リー トにおける一定期間養生後の材料特性を評価 し、構造 用 コ ンク リー ト

としての実用可能性 を明確 にする。

以上によ り、完全 リサイクル コンクリー トの実構造物への適用可能性を検証する。

5.4.2完 全 リサイ クル コンク リー トの将来像

表5.4.1に コ ン ク リー トの抱 え る地球環境問題と完全 リサイクル コ ンク リー トによ る改善 ・解 決 につ い

て示す 。完 全 リサイ クル コンク リー トおよび再生完全 リサイクルコンクリ
ートへの転換 によ り、廃棄物

処分問題、二酸化炭素の排出問題、骨材資源の枯渇問題な ど、コンクリー ト材料の起源廃棄物に関わる

環境問題は大幅に改善され、石灰石資源はセメント原料として構造物の形で材料保存されるようになり、

石灰石資源の枯渇問題も解消されるとしている。

このよ うに、完全 リサイ クル コンクリー トの導入は根治療法的にコンクリー トの抱える地球環境問題

を解決できる可能性がある。理由は、現在顕在化 している資源環境問題の多 くは、
資源循環を十分に考

慮しない生産システムのあり方に起因するものであるのに対 し、完全 リサイ クル コ ンクリー トは、材料

を循環 させ ることを目的 に、生産システムの大幅な
変事をもたらす原理を内在しているためである。現

在一般化している生産システムは、換言すれば地球環境問題を引き起 こす原因を内在する生産システム

であると説明でき、順工程生産システムとして認識可能であることを踏 まえる と、現在 のコ ンク リー ト

の抱える地球環境問題を対処療法的にではなく根治療法的に解決するためには、完全 リサイクルコンク

リー トの導入 によ り、コ ンク リー ト構造物の生産を順工程 と逆工程とが首尾 一貫させて、資源循環性を

考慮した生産システムを構築することを具体的目標とすることが考え られる。

図5.4.1に 従 来 型 コ ンク リー トと完全 リサイクル コンク リー トが混在す るコ
ンク リー ト塊のマテ リア

ル フロー を示す。左側 の従来 型 コンク リー トのマテ リアル フロー は オー プンル ープの循環 形態であ り、
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最終的にはコンクリー ト塊は最終処分される構図となる。右側の完全 リサイクルコンクリー トによるマ

テリアルフローは、クローズ ドループによる循環形態であり、コンクリー ト全量が同等製品の構成材料

として繰 り返し利用される構図となっている。そ して双方のループを介在するものとして、コンクリー

ト塊の高度処理によ りレベルサイクルの更新形態を確保し、再びその大部分が同等製品の構成材料とし

て利用されるループが存在する。つまり、このコンクリー ト塊のマテ リアルフローが成立する背景には、

順工程生産システム、逆工程付加型―順 工程生産システムおよび順逆工程生産システムが基本的な生産

システムとして存在 してお り、製品すべての資源循環フローは、結果的にこれ らの生産システムにより

制御されると考え られる。

将来におけるコンクリー ト塊の資源循環のあり方は、道路用路盤材としての一定の需要が期待できる

数年後から数十年後 までは、ダウンサイクルによる更新形態が有効であるため、図に示すような順工程

生産システム、逆工程付加型―順 工程生産システムに基づく更新形態が一般的になると思われるが、ダ

ウンサイクルされた製品の需要が停滞するそれ以後の状況においては、順逆工程生産システムに基づく

更新形態を導入する必要性が発生してくることが予想される。

以上よ り、従来型コンクリー トと完全 リサイクルコンクリー トが混在するコンクリー ト塊のマテ リア

ルフローは、コンクリー ト製品の生産システムの移行期に発生する過渡的な ものもしくは、システム移

行後の最終形に近いものであることが想定され、現在および将来におけるコンクリー ト塊のマテリアル

フローのあ り方を示唆しているものと思われる。

表5.4.1 コ ンクリー トの抱える地球環境問題と完全 リサイクルコンク リー トによる改善 ・解決
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図5.4.1 従来 型コンクリートと完全 リサイクルコンクリー トが混在するマテ リアル フロー

5.4.3 完全 リサイクルコンクリー トの実用化

完全 リサイクルコンクリー トを構造躯体に使用 した完全 リサイクル型住宅 (S-PRH) が2000年 秋 に

我が国初の竣工を果たした。完全 リサイクル住宅は、その生産コンセプ トとして、住宅建築 を都市社

会システムの構成原単位として位置づけ、住宅における構成材料の80%以 上をリサイクルすることが

可能な設計施工システムを具体化 したものである。

(1) 構造物の概要

表5.4.2に 構造物 とコンクリー ト工事の概要を、図5.4.2に 構造物およびPC独 立基礎の構成を示す。

構造物は、鉄骨造PC独 立基礎によ り構成され る地上2階 建であり、家族向けの戸建住宅 として生産

される。PC独 立基礎 とする理 由は、構造物が一定期間供用後に構造躯体 を解体分離 し、その全量をリ

ユースを基本 とした再資源化を可能とするためである。なおこの場合、完全 リサイクルコンクリー ト

によるPC基 礎 は、ライフサイクル設計に包含 される個別設計要素の リユース設計において、 レベル

サイクル リユースの機能を、同じくリサイクル設計において、レベルサイクル リサイクルの機能をを

充足することが可能になる。
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表5.4.2 構造物 とコンクリー ト工事の概要

(a) PC独 立基礎立面図 (b) PC独 立基礎平面図 (c) 基 礎 ・ピッ ト平面 図

図5.4.2 構造 物およびPC独 立基礎の構成

(2) 使 用材 料

表5.4.3に 完 全 リサイ クル コンク リー トの実施 工に使用 した材料 を示す。採取地 で あ る平尾 台周辺

の石 灰岩鉱 石層 は 、中国地方 西部か らの鉱石 層 に続 くもので あ り、 カル サイ ト含有 率が 高 いた め表 面

の 白濁 度が 高 く、粒 形が優れ る良質 の石灰石骨 材で ある といえる。 これ らの石灰石 骨材 を細骨材お よ

び粗骨 材 と して 全量 を使 用 した。なお 得 られ る調合 は、完全 リサ イ クル コ ンク リー トプ ロ トタイ プ と

同様 の材料 構成 とな る。

(3) 完全 リサイ クル コ ンク リー ト標準調 合表 を用 いた調 合推定

表5.4.4に 実 施工用―完 全 リサイ クル コンク リー トの推定調合表 を示す。推定 調合表の作成 に必要 とな

る主な骨材 要 因は、設 計基 準強度に応 じた水セ メン ト比の決定 、粗粒 率による単位水 量の補正な どであ

るが 、そ の他 の影響 因子 としては、使用 骨材が汎用 型石灰石 砕石および砕砂 よ りも若干粒形が優れ るが、

ほぼ 同等 の品質で ある こと、細骨材 の微粉 量が汎用型石灰石砕 砂よ りも4.8%少 な い5.6%程 度であ るた

め、石灰 石微粉 末 によるマ イ クロフィー ラー効 果[31]が 大き く期待で きない ことな ども考 え られ た。 こ

れ らの性質 を汎用型完全 リサイ クル コンク リー トの標準調合表 に反映 した上で推定 調合表 を作成 した。

完全 リサイ クルコ ンクリー トによるPC基 礎 コンク リー トの設計基準強度は21N/mm2で あ り、使用セ

メ ン トお よびセ メン ト強度な どの調合 要因を考 慮 して水セメ ン ト比を0.56と 定めた。汎用型完全 リサ イ

クル コンク リー トにお ける水セ メン ト比0.6と0.5の 調合か ら単位水 量を読みと り (段階(1))、補間によ り

水 セ メン ト比0.56に 対応す る単位 水量を決定する (段階 (2))。続 いて、 日本建築学会 コ ンクリー ト調合設

計指針 ・同解 説で示 す普通 ボル トラン ドセ メン トを用 いる砂 ・砕石 コ ンクリー トの参考 調合表 (砕石-

川砂 、F. M. 2.8お よび2.2、 最大粒形20mm) にお いて、同一水 セ メン ト比で細骨材 のF. M. 2.82で ある こ

とを考慮す る ことで3kgの 減水 が可能にな り、単位水量が決定する (段階 (3))。以 上の (1) か ら (3) までの検

討 によ り推定 調合表 を作 成 した。
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表5.4.3 使 用 材 料

備考) 普通ボル トラン ドセメン ト 密度3.16 (g/cm3)

表5.4.4 コ ン ク リ ー トの 調 合

(1) 汎 用 砕 砂 型―完 全 リサ イ ク ル コ ンク リ ー ト標 準調 合 表 (汎 用 型 石灰 石砕 石-汎 用 型 石 灰 石 砕 砂, F. M. 2.65,最 大 粒 形20mm)

(2) 線形補間により、水セメント比0.56に おける単位水量の補正

(3) 線形補間により、F.M.2.88に おけるかさ容積と単位水量の補正

○実 施工用―完全 リサイクルコンクリート推定調合表 (石灰 石砕石・石灰石砕砂, F. M. 2.82,最 大粒形20mm)

備考) A1: 空気量調 整剤A2: AE減 水剤

(4) 完全 リサイクルコンク リー トの実施工

(4.1) 基礎支持面コンク リー トの施工

PC独 立基礎用―完 全リサイクルコンク リー トの打設を検討する前に、PC独 立基礎 と調合目標を同

一 とする基礎地盤面への捨てコンクリー トの施工を目的 とした調合検討を行 った。調合は、設計基準

強度を満足 し、プラント出荷実績のある標準的な調合に対 し、推定調合表で得 られた調合特性を反映

した表5.4.5に 示す調合 とした。プラン トにおける実機での練 り性状を評価す ることを目的に、約2.0m3

のコンク リー トをプラン トミキサーで製造 し、その後アジテーター車でコンクリー トを受けて、45分

後のフレッシュ性状を確認するプラント試験を実施 した。結果、表5.4.5に 示すように、予定される所

要運搬時間である45分 後の荷卸時においてスランプロスが3cm程 度であ り、状態変化が若干早い調

合であることが確認された。また打設時期が夏期であることを考慮 して、PC独 立基礎 コンクリー トの

調合は、単位水量を2kg/m3増 大するとした。また空気量が若干大きくなることが確認されたが、輸送

時の振動により空気量は低下することが想定 されるため、化学混和剤量は同一量で調整するとした。

(4.2) PC独 立基礎 コンクリー トへの施工

表5.4.6にPC独 立基礎用コンクリー トの計画調合を、表5.4.7にPC独 立基礎用コンクリー トの荷卸時

状態 と基礎的性質を、図5.4.3にPC独 立基礎コンクリー トの圧縮強度とヤング係数の関係を示す。

コンク リー トの計画調合は、捨てコンクリー トによる現場適用性の結果を反映 し、単位水量を177kg

に設定 した。この計画調合は、汎用型完全 リサイクルコンクリー トの標準調合表で示される調合 とほ

ぼ同等の材料構成であり、単位水量を3kg程 度増加させたものとなっている。従って、提案された汎

用型完全 リサイクルコンクリー トの標準調合表を基 に、骨材粒形、実積率、粗粒率な どの物理的特徴
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用型完全 リサイクルコンクリー トの標準調合表を基に、骨材粒形、実積率、粗粒率な どの物理的特徴

を調合修正要因として実行することで、さまざまな石灰石骨材を使用 した完全 リサイクルコンクリー

トの計画調合を導出することが可能になる。

PC独 立基礎用コンクリー トは、工場での実機練 り込み後のフレッシュコンクリー トについて、練 り

混ぜ直後および現地荷卸直後 (アジテータ車運搬時間60分 程度) の品質を確認 した。結果、スランプお

よび空気量 ともに、 目標値を満足するものとなり、捨てコンクリー トでの施工で確認されたスランプ

ロス現象も現れず、良好なコンクリー トを準備することが可能になった。続いてPC独 立基礎型枠へ

のコンクリー ト打設を行 った。アジテータ車のコンクリー トをポンプ車 を介 して型枠内に投入 し、棒

状バイブレータを使用 して、PC独 立基礎上部に設置する免震設備用型枠が移動 しないように注意 しな

がら打設 ・締め固めを行った。1基 の打設時間は、約5分 程度であった。なお、PC独 立基礎打設時の

作業人員は、筒先作業者2名 、作業員2名 、ポンプオペレータ1名 、左官工2名 で構成された。

10基 のPC独 立基礎部材の打設後、ブリージングの発生状態を確認 しなが ら表面仕上げを行ない、

その後、型枠上面を密封するシー ト養生を実施 した。打設後2日 間は水和熱 に伴 うコンクリー トの蓄

熱防止を目的に型枠散水を定期的に行ない、その後、打設後4日 目まではPC独 立基礎全体をシー ト

で覆い、コンクリー ト表面温度の急激な低下による温度ひび割れが発生しないように保温養生を実施

した。全4日 間にわたる所定の養生を施した後 に、コンクリー ト表面を傷つけないように脱型 し、PC

独立基礎の表面状態が極めて良好であることを確認してコンクリー トの実施工 を完了した。

表5.4.5 捨て コンクリー ト用の計画調合および結果

表5.4.6 PC独 立基礎用 コンクリートの計画調合

表5.4.7 PC独 立基礎用コンクリー トの荷卸時状態と基礎的性質

備考) 力学特性は現場封緘養生の試験体により評価
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力学特性 に関しては、材齢28日 における現場封かん養生での圧縮強度用供試体3試 料の平均圧縮強

度を測定 した。その値は、構造体の設計基準強度を満足するものであり、 日本建築学会RC構 造計算

規準関係式 に示 した圧縮強度 とヤ ング係数に関しても、コンクリー トの密度に最 も近いγ=2.3に おけ

る曲線履歴よ りもヤング係数が若干大きいコンクリー トとして評価 されたが、構造用コンクリー トと

して適当な物性を備 えていると評価できる。

写真5.4.1、5.4.2お よび5.4.3に コンクリー トの練 り込み状況か ら打設状況およびPC独 立基礎 と完

全 リサイクル住宅の完成状況に関する状況写真を示す。

図5.4.3 PC独 立基礎用 コンクリー トの圧縮強度とヤング係数の関係

写 真5.4.1 出 荷 時 コンクリートの 測 定 結 果/出 荷 後 コンクリートの 測 定 結 果 (1台 目)／出 荷 後 コンクリートの 測 定 結 果 (2台 目)

写真5.4.2 PC独 立 基礎型枠の状態／打殴 ・締固め状況／表 面仕上げ状態
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写真5.4.3 仕 上 げ後PC独 立基礎群／脱型後のPC独 立基礎／完 全 リサイクル住宅の全景

5.4.4 ま と め

本節では、完全 リサイクル住宅への完全 リサイクルコンク リー トの実施工と適用評価の検討を行っ

た。以下に得 られた知見を示す。

1) 順工程生産 システムにお いて従来型コンクリー トを生産する枠組みの中に完全 リサイクルコンク

リー トを導入する場合、再利用の仕組みに関する問題、骨材資源枯渇問題、二酸化炭素排出問題、産

業廃棄物処理問題に関する改善 ・解決の方向性が明確 に示される。

2) 順工程生産 システムにお いて従来型コンクリー トを生産する枠組みの中に完全 リサイクル コンク

リー トを導入する場合、発生するマテリアル フローは、順工程生産 システム、逆工程付加型-順 工程

生産 システム、および順逆工程統合生産システムが混在 した形になる。この状態は、資源循環型社会

に適合するマテリアル フロー を構成するための過渡的な状態を示す可能性がある。

3) 完全リサイクルコンクリー ト標準調合表を基にした実施工用コンクリー トの推定調合は、試し練 り

結果 との相関が良いことが確認されたため、完全 リサイクルコンクリー ト標準調合表は、実務 におけ

るコンクリー トの計画調合を決定する際の基礎資料となりうる。

4) 完 全 リサ イ クル住 宅 に適 用 された完 全 リサイ クルコ ンク リー トは、一般的 な構造 用 コンク リー トと

して実用 に耐 え うる品 質 ・性 能 を保 持 した もので あ り、コ ンク リー ト構造物 へ国 内初 の実施 工を果た

した といえ る。
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5.4 第5章 の まとめ

本章では、成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー ト、完全リサイクルコンクリー トの拡大利用に

向けた材料調整法、および完全 リサイクル住宅への実施工と適用性評価の検討を通 じて、セメント回収

型-完 全リサイクルコンクリー トの実証化を検討した。結果、以下に示す知見が得 られた。

1) 成分調整不要型完全 リサイクルコンクリー トは、プロ トタイプでの検討要因であった再生セメント

製造時における成分調整不要性 を実現するとともに、材料的価値に乏 しく最終処分の可能性がある産

業廃棄物起源材料をコンクリー トに適宜導入することで廃棄物起源材料の最終処分量を低減 し、かつ

セメン ト製造時に必要となるバー ジン材料の投入量お よびセメ ント製造時 に発生する二酸化炭素排

出量の低減が期待できるためセメン ト原料 として コンクリー ト中で材料保存す る意義は大きいとい

える。

2) 完全 リサイクル コンクリー ト標準調合表のモデルコンク リー トに使用 した汎用型石灰石砕砂およ

び粒形改善石灰石砕砂は、将来的に標準的なコンクリー ト用石灰石砕砂 として使用することが可能と

なる品質を有してお り、コンクリー トの基礎的物性に関 しても、構造用コンクリー トとして実務的な

使用に耐えうるような十分な品質 ・性能を有している。

3) 完全 リサイクルコンクリー ト標準調合表は、一般的な石灰石砕砂の持つ特性 を考慮 して作成された

ものであるため、完全 リサイクルコンクリー トの普及を図るためのプロトタイプ的な調合 とな り得る。

また、標準調合表を基に作成した推定調合は、試 し練 り試験 との良い相関を示す ことが確認されたた

め、実務的にコンクリー トの計画調合を決定する際に使用することが可能である。

4) 順工程生産システムの枠組みの中に完全 リサイクルコンクリー トを導入 して発生するマテ リアル

フローは、順工程生産システム、逆工程付加型-順 工程生産 システムおよび順逆工程統合生産システ

ムが混在 した状態になる。この状態は、資源循環型社会に適合するマテ リアルフローを構築するため

の過渡的な状態を示す可能性がある。

5) セメン ト回収型-完 全 リサイクルコンクリー トは、完全 リサイクル住宅の基礎 として国内初の実施

工を果たした。これは、コンクリー ト構造物のライフサイクル設計に包含されるレベルサイクルによ

るリサイクル設計が実務的に適用されたことを意味する。
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